
0.00.0

人工

0.0

0.0 0.0 0.0

0

H29

単位

最終値

0

前年

進捗度（浜松市営住宅初生団地集約建替事業）

(H31) 100

当年当年

0

0.0

0.0

当年前年

0.00.0

0.0

0.0

実施

0.0 0.0

平成27 （事業方式・事業範囲の検討）

平成28 （入札公告、特定事業契約の締結）
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行財政改革の視点

本計画期間
最終目標

年度

目　 的

事業

取組番号

分野

更新日浜松市行政経営計画実施計画　（平成27～30年度）

ＰＦＩ事業を活用した市営住宅の建設【市営住宅集約建替事業】

平成29年4月1日

平成29年4月1日作成日　４　市民協働・官民連携の推進

4004 取組事項名

岡本　光一

関連部課

市営住宅の既存ストックの活用

実行責任者

個別計画

現状分析・課題

都市整備部　住宅課

財務部　アセットマネジメント推進課

③安全・安心・快適

政策

平成29

・初生団地の基本設計及び実施設計の実施
・適正な事業実施の確認（要求水準書及び提案書に基づくモニタリング）
・既存市営住宅（松城団地、鹿谷団地（真向坂上）富塚団地（CB、向平））の解体
・民間事業者へ余剰地の売却（余剰地の利活用は、住宅用途に制限）

ＰＦＩ事業を活用した市営住宅の建設（既存の市営住宅６団地（松城団地、鹿谷団地（亀山、真向坂上）、富塚団地（CB、向
平）、初生団地）の集約建替により生じた余剰地売却益をBT方式による市営住宅建設事業費等に充当し、経費の削減、住
宅セーフティーネット機能、住環境向上を図る。

方向性

年度別進捗目標

指標名

0.0

H29

前年

市営住宅建設事業

進捗

浜松市営住宅ストック総合活用計画

・老朽化した市営住宅は入居率が低い。またそのような市営住宅が点在
する。
・集約建替した場合には、余剰地が発生する。
・余剰地の売却益を市営住宅事業へ充当すれば、財政負担を軽減でき
る。
・余剰地の利活用に当たっては、周辺地域との調和（住宅が集住する地
域）に配慮する必要がある。

・ＰＦＩ事業を活用した市営住宅の集約建替を行い、建設費を抑制
し、低所得者層に対する居住の安定と、安全で快適な環境を整備す
る。
・余剰地を住宅用途に利活用することを要件に、民間事業者に売却
し、財政負担の軽減を図るとともに、地域の住環境の向上を図る。

老朽化が進む一部の市営住宅は、居住環境の改善が必要となるとともに、地域環境への影響も大きい。今後も市営住宅は、住宅に困窮する低所得者などに対する居住の安定な
ど、住宅セーフティーネットとしての役割は大きい。また市営住宅跡地の活用も地域の活性化に必要である。このことから、民間活力導入による費用対効果を勘案した市営住宅の集
約建替を実施し、建設費の抑制と安全で快適な市営住宅の供給とともに、集約によって生まれる余剰地を活用した民間事業者による優良な住宅の供給を図る。

0.0

0.0

0.0 0.0

0.00.0

前年

0

当年

再任用2 0.0

指標Ⅱ

効果額
(単位：千円)

実績値

指標Ⅲ
年度

計画値

年度

#REF!

実績値

最終値H29 H30

非常勤

実績値

0.0

0.0 0.0

0

正規

H30H27 H28

0.0

計画値

計画値

H28H27

指標名

H30 最終値H28

80

％

年度 H27

平成30

担当部課

計画

・初生団地建設着工
・余剰地の住宅建設着工（民間事業者）

単位

実施

指標名

0.00.0

指標Ⅰ
40

0.0

単位

0.0再任用1

0.0

0.0
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実施

　

実施

実施

実施 実施

実施

10～12月

平成29年4月1日

ＰＦＩ事業を活用した市営住宅の建設【市営住宅集約建替事業】

4～6月

更新日

実施

5

基本設計の実施

取組事項名取組番号 4004

平成２９年度　実施計画

7～9月

実施

　既存市営住宅の解体 実施　

余剰地の売却

実施4

3

1

2

要求水準書及び提案書に基づくモニタリング

取組項目

目標

　

1～3月

評価

実施設計の実施

・初生団地の基本設計及び実施設計の実施
・適正な事業実施の確認（要求水準書及び提案書に基づくモニタリング）
・既存市営住宅（松城団地、鹿谷団地（真向坂上）富塚団地（CB、向平））の解体
・民間事業者へ余剰地の売却（余剰地の利活用は、住宅用途に制限）

評価者
平成２９年度　評価

進捗

上
半
期
評
価

進捗状況・成果

年
度
末
評
価

進捗状況・成果

次年度への展開

下半期への展開

進捗


